
【測定指標】

目標年度 30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

382 351 332 322 - - -

前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

220 176 178 164 - - -

- - - - - - -

21.3% 24.1% 26.8% 29.7% 32.5% - -

達成すべき目標

割賦販売法の執行状況

目標設定の
考え方・根拠

令和5年度

年度ごとの実績値

40%20% 28年度

目標

割賦販売法の着実な執行
（立入検査、報告徴収等）

測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠

令和４年度

令和2年度

369,075
(369,013)

400程度 26年度

年度ごとの目標値

商品・サービスを安心して取引できる市場環境を実現する。また、キャッシュレス決済の導入により、店舗
等の生産性向上や消費の利便性向上が実現できる社会を目指す。

割賦販売法、商品先物取引法、商品投資に係る事業の規制に関する法律、成長戦略(2019年）
（令和元年6月21日閣議決定）

・成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）
・成長戦略実行計画、成長戦略フォローアップ（令和2年7月17日閣議決定）
・成長戦略実行計画、成長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）

令和3年度

101,873(47,291)

基準値
基準年度

令和7年度

消費者被害の発生の度合いを見ることにより、法の適切な執行が行われているか
の測定が可能であり、また、消費者被害の発生の度合いは、消費者からの相談件
数に直結すると考えられるため、当該測定指標を設定。また、目標値については、
相談の内容にもよるために一概には言えないものの、前年度より相談件数が減少
することは、一般的に法が適切に執行された一つの目安と考えられる。

前年度比で
減少

施策の予算額（執行額）
（百万円）

商品先物取引法の着実な
執行（立入検査、報告徴
収等）

測定指標（項目）の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定
の根拠

令和5年度2
商品取引に関する相談件
数

600程度 26年度
前年比で減

少

消費者が商品･サービスを安心して取引できる市場環境を実現するためには、取引が適正に行われるよう制度整備が行われ、またその制度が適切に執行されることが必要
である。割賦販売法、商品先物取引法の適切な執行を通じて目標の達成を図っていくことが適切であるため、左記目標を設定。

測定指標（定性的）

5

「成長戦略フォローアップ 工程表」（令和3年6月18日閣議決定）において、キャッ
シュレスの環境整備については、「2025年6月までに、キャッシュレス決済比率を倍
増し、4割程度とすることを目指す」旨が記載されているため。

366

令和4年度
施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

令和4年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名

（経済産業省4-7-2）

担当部局・課室名 政策評価実施予定時期 令和5年8月
商務・サービスグループ　商取引監督課/商品市場整備室／キャッシュレス推
進室

７　生活安全商品先物取引法、割賦販売法等の関連法令を整備し、適切な執行を行うことで、商取引の適正化を行う。施策の概要

7-2　商取引安全

政策体系上の
位置付け

目標値測定指標（定量的）

3 キャッシュレス決済比率

1
クレジット取引に関する相
談件数（百件）

商品先物取引法の執行状
況

令和４年度

4

目標年度



【達成手段一覧】

令和4年度

1

特定の基金に対する負担
金等の損金算入の特例
（商品先物取引法に基づく
委託者保護基金）

- 平成21年度 5 - -

2 割賦販売法の適切な運用 - 昭和36年度 4 - -

3
商品先物取引法の適切な
運用

- 昭和25年度 5 - -

4
商品先物取引業者等の監
督の基本指針の適切な運
用

- 平成24年度 5 - -

5
商品投資に係る事業の規
制に関する法律の適切な
運用

- 平成3年度 2 - -

6
犯罪による収益の移転防
止に関する法律の適切な
運用

- 平成19年度 4,5 - -

7
個人情報の保護に関する
法律

- 平成15年度 4,5 - -

8
証券監督者国際機構
(IOSCO)分担金

※ ※ 5 - 0357

9
商取引・サービス環境の
適正化に係る事業

※ ※ 1,2,4,5 - 0358

10

キャッシュレスの普及加
速に向けた基盤強化事業
（旧:キャッシュレスに
よる店舗等運営変革促進
事業）

※ ※ 3 - 0361

個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本とな
る事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定める
ことにより、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資
するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする法律。

※ ※

※ ※

※ ※ ※

※

令和4年度
行政事業
レビュー
事業番号

予算額計（執行額）
（百万円）

令和2年度 令和3年度

関連する
指標

開始
年度

再掲達成手段の概要等

-

- -

-

- -

-

- -

達成手段

商品先物取引業者が破綻し、委託者に対する資産の返還が出来ない場合に、委託者保護基金はこれを補てんするための財源と
して委託者保護資金制度を設けている。この制度の財源の維持・充実を図るため、委託者保護基金の会員である商品先物取引
業者が納付する負担金について、法人税法上の損金算入を可能とする。

割賦販売等に係る取引の公正の確保、購入者等が受けることのある損害の防止及びクレジットカード番号等の適切な管理に必
要な措置を講ずることにより、割賦販売等に係る取引の健全な発達を図るとともに、購入者等の利益を保護し、あわせて商品等
の流通及び役務の提供を円滑にし、もつて国民経済の発展に寄与することを目的とする法律。

商品取引所の組織、商品市場における取引の管理等について定め、その健全な運営を確保するとともに、商品先物取引業を行う
者の業務の適正な運営を確保すること等により、商品の価格の形成及び売買その他の取引並びに商品市場における取引等の
受託等を公正にするとともに、商品の生産及び流通を円滑にし、もつて国民経済の健全な発展及び商品市場における取引等の
受託等における委託者等の保護に資することを目的とする法律。

商品先物取引法における事業者に対する監督指針。

商品投資事業（商品市場へ投資を行うファンドの販売又は同市場への投資判断を行う事業）を規制する法律。

特定事業者による顧客等の本人確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置を講ずることにより、犯罪による収益
の移転防止を図り、併せてテロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約等の的確な実施を確保し、もって国民生活の
安全と平穏を確保するとともに、経済活動の健全な発展に寄与することを目的とする法律。

- -

-

-

※

-

※【達成手段一覧】に係る各種予算事業の「予算額計（執行額）」、「開始年度」、「達成手段の概要等」については、下記URL先の行政事業レビューシートを参照。

○令和３年度以前開始事業（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2022/html/1‐7saisyu.html）


